様式４
住民異動等受付窓口支援システム機能要件確認書
	項目
	実施の可否
	提案書記載頁
	備考

	住民異動届等作成支援機能

	
	転出証明書をＯＣＲ処理のうえ，その情報を反映し，電子的に異動届が作成できること。
	
	
	

	
	本市住民基本台帳ネットワークシステム統合端末から出力される転出証明確認書をＯＣＲ処理のうえ，その情報を反映し，電子的に異動届が作成できること。
	
	
	

	
	戸籍，戸籍附票等をＯＣＲ処理し，必要な項目を異動届画面上へ貼り付けができるようにするなど，電子的に異動届を作成できること。
	
	
	

	
	在留カード・特別永住者証明書の券面事項をＯＣＲ処理のうえ，その情報を反映し，電子的に異動届を作成できること。
	
	
	

	
	本市基幹系システムから印刷した帳票をＯＣＲ処理のうえ，その情報を反映し，電子的に異動届を作成できること。
	
	
	

	
	ＯＣＲ処理ができない項目について，簡便な方法で入力ができること。
	
	
	

	
	ＯＣＲ処理した住民票コード等について，チェックデジットに合わない不正な数値が入力された場合は，エラーメッセージを表示すること。
	
	
	

	
	必要項目の入力漏れ防止のため，エラーメッセージの表示機能や，次の画面に進むことができないようにするなどの機能を搭載していること。
	
	
	

	
	日本人と外国人の入力項目を区別し，それぞれの項目にＯＣＲ処理した情報を自動的に反映し，日本人と判別した場合は，外国人特有の項目は入力できなくなるようにし，外国人と判別した場合は，日本人特有の項目は入力できなくなるようにすること。
	
	
	

	
	作成した異動届の確認時に入力内容の追加・修正が必要となった場合は，該当箇所をクリックすることで該当の入力項目に自動的にカーソルが移動し入力できるなど，簡便な方法により修正が可能であること。
	
	
	

	
	作成した住民異動届等のレイアウトで印刷できること。
	
	
	

	
	ＯＣＲ処理後，不足する項目等は，画面上で簡便に入力，修正ができること。
	
	
	

	
	一度入力された氏名や住所，本籍等については履歴管理し，同じ内容を入力する際に直接入力することなく，その履歴をマウス操作で複写データを選択入力ができること。
	
	
	

	
	住所，本籍の読み方が分からない場合は，都道府県から大字までリスト表示し，選択入力ができること。
	
	
	

	
	住所，本籍の入力では，都道府県，市区町村，字名，丁目を頭文字等で効率的に検索可能であり，本市の特性を踏まえた検索方法が可能であること。
	
	
	

	
	異動届のレイアウトは本市の指定する様式に設定変更ができること。
	
	
	

	
	異動届に補記する内容等については，備考欄を設け自由に入力できること。また，備考欄については，定型文の登録ができること。
	
	
	

	各種申請書等の作成機能

	
	電子的に作成した住民異動届等の項目を使い住民票の写し，戸籍等交付請求書や印鑑登録証明書申請書等の各種申請書等を作成，印刷できること。
	
	
	

	
	異動届に付随する他課で使用する書類が作成，印刷できること。
	
	
	

	
	印鑑登録や各種証明書の請求等を目的として来庁した市民に対して，マイナンバーカードや運転免許証等の券面事項（住所，氏名，生年月日，性別など）の情報を読み取り，電子的に各種申請書等を作成できること。
	
	
	

	届出書及び添付書類の電子的な保存と管理

	
	電子的に作成した届出書と転出証明書や委任状などの添付書類は，PDF化等により電子的に保存し，管理すること。
	
	
	

	電子保管した異動届及び添付書類の検索機能

	
	電子保管した異動届及び添付書類の検索機能を備えることで，問合せ時の検索性を向上できること。また，必要に応じて関係書類をシステムから検索し画面表示できること。また，電子保管した異動届及び添付書類を印刷できること。
	
	
	

	使用帳票の変更対応

	
	異動届等の書類や業務照会用住民票，各種申請書等のレイアウト，用紙サイズが変更になった場合においても対応できること。
	
	
	

	本システムで使用する文字

	
	戸籍統一文字や住基ネット統一文字を網羅し，国際標準化が完了されたフォントであるＩＰＡｍｊ明朝フォントを採用していること。
	
	
	

	異動届等の署名

	
	異動届等に係る自署の方法については，窓口での運用を踏まえ提案すること。
	
	
	

	
	電子サインを提案する場合には，届出書等の指定の位置に表示できること。また，電子サインは電子的な保存を可能とすること。入力インターフェースは，電池レス・コードレスであること。
	
	
	

	その他

	
	導入するソフトウェアについては，修正プログラムやバージョンアップの提供等，開発元等のサポートがある信頼性の高い製品を利用すること。
	
	
	

	
	OSやソフトウェアにぜい弱性が発見された場合は，システムへの影響，重要性等を検証のうえ，速やかに修正プログラムを適用できること。
	
	
	


※　「実施の可否」欄には，すべて提案内容に含まれる場合は「○」，一部含まれない場合は「△」を記入し，「△」の場合は，その詳細を備考欄に記載すること。
※　「提案書記載頁」欄への記載は，任意とする。
